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(57)【要約】
【課題】　従来の液晶材料を用いた傾斜配向型の光学補償フィルムではなく、ＴＮモード
の液晶表示装置等の視野角特性の改善に有用である、非液晶ポリマー材料を用いた新たな
傾斜配向型の光学補償フィルムの製造方法を提供する。
【解決手段】　非液晶ポリマーを含む光学補償フィルムの製造方法であって、非液晶ポリ
マーを溶融して溶融樹脂を形成する溶融工程と、溶融した非液晶ポリマーに、せん断力付
与手段によりせん断力をかけることにより、厚み方向に対して傾斜した光軸を有するフィ
ルムを形成するフィルム形成工程と、前記フィルムを延伸する延伸工程とを含み、前記フ
ィルム形成工程を、前記溶融した非液晶ポリマーの温度Ｔ３と前記非液晶ポリマーのガラ
ス転移点Ｔｇとの関係が、Ｔ３＞Ｔｇ＋２５℃であり、かつ、前記Ｔ３と、前記せん断力
付与手段の温度Ｔ２との関係が、Ｔ３＞Ｔ２である条件下で実施することを特徴とする。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
非液晶ポリマーを含む光学補償フィルムの製造方法であって、
非液晶ポリマーを溶融して溶融樹脂を形成する溶融工程と、
溶融した非液晶ポリマーに、せん断力付与手段によりせん断力をかけることで、厚み方向
に対して傾斜した光軸を有するフィルムを形成するフィルム形成工程と、
前記フィルムを延伸する延伸工程とを含み、
前記フィルム形成工程を、前記溶融した非液晶ポリマーの温度Ｔ３と前記非液晶ポリマー
のガラス転移点Ｔｇとの関係が、Ｔ３＞Ｔｇ＋２５℃であり、かつ、
前記Ｔ３と、前記せん断力付与手段の温度Ｔ２との関係が、Ｔ３＞Ｔ２である条件下で実
施することを特徴とする光学補償フィルムの製造方法。
【請求項２】
前記フィルム形成工程において、回転速度の異なる２つのロール間を通過させることによ
り溶融した非液晶ポリマーにせん断力をかけ、前記Ｔ２が、前記２つのロールの温度の高
いほうのロールの温度であることを特徴とする、請求項１記載の光学補償フィルムの製造
方法。
【請求項３】
前記２つのロールの一方のロールの回転速度に対する他方のロールの回転速度の比が、０
．１～５０％の範囲にあることを特徴とする、請求項２記載の光学補償フィルムの製造方
法。
【請求項４】
前記Ｔ２が、Ｔｇ－７０℃＜Ｔ２＜Ｔｇ＋１５℃の関係であることを特徴とする、請求項
１から３のいずれか一項に記載の光学補償フィルムの製造方法。
【請求項５】
前記延伸工程における延伸温度Ｔ４が、Ｔｇ≦Ｔ４＜Ｔ３の関係であることを特徴とする
、請求項１から４のいずれか一項に記載の光学補償フィルムの製造方法。
【請求項６】
前記延伸工程における延伸倍率が、１．０１～２．００倍の範囲にあることを特徴とする
、請求項１から５のいずれか一項に記載の光学補償フィルムの製造方法。
【請求項７】
前記光学補償フィルムが、下記式（１）および（２）を満たすことを特徴とする、請求項
１から６のいずれか一項に記載の光学補償フィルムの製造方法。
　（１）３ｎｍ≦（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ≦２００ｎｍ
　（２）５°＜β
（式（１）および（２）において、Ｘ、Ｙ、Ｚ上の３つの屈折率ｎｘ、ｎｙ、ｎｚのうち
、ｎｘは、フィルム面内で屈折率が最大となる方向の屈折率、ｎｙは、前記フィルム面内
で前記ｎｘの方向と直交する方向の屈折率、ｎｚは、前記ｎｘおよび前記ｎｙの各方向に
対し直交する前記フィルムの厚み方向の屈折率を表し、ｄは、フィルムの厚み（ｎｍ）を
表し、βは、前記ｎｘの方向と直交しているフィルムのＹＺ平面内の最大屈折率をｎｂと
したときの、前記ｎｂの方向と前記ｎｙの方向とがなす角度を表す。）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学補償フィルムの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、液晶表示装置（ＬＣＤ）においては、斜め方向から見た場合のコントラストの低
下や色相の変化があるため、視野角特性は、ＣＲＴと比較して十分なものではなく、改良
が強く望まれている。ＬＣＤの視野角特性は、主として、液晶セルの複屈折性の角度依存
性に起因している。例えば、ねじれネマティック（ＴＮ）モード液晶表示装置は、応答速
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度やコントラストに優れ、生産性も高いため、パーソナルコンピュータやモニター等のＯ
Ａ機器など、種々の装置の表示手段として、広く普及している。しかし、前記ＴＮモード
の液晶表示装置では、上下の電極基板に対して、液晶分子が傾斜配向しているため、観察
する角度によって表示画像のコントラストが変化し、画面が着色することによる視認性の
低下が発生する等で、視野角依存性が大きくなるという問題がある。そこで、光学補償フ
ィルムを用いてこの複屈折性、すなわちレターデーションの角度依存性を補償することで
、視野角特性を改善することが強く望まれている。
【０００３】
　視野角特性を改善するために、前記ＴＮモードの液晶表示装置では、例えば、傾斜型の
光学補償フィルムが用いられている。例えば、高分子マトリックス中に傾斜配向された低
分子液晶を含む光学補償フィルム（例えば、特許文献１参照）や、支持体上に配向膜を形
成し、その上にディスコティック液晶を傾斜配向して、前記液晶を重合させた光学補償フ
ィルムが報告されている（例えば、特許文献２参照）。しかしながら、このような液晶材
料を傾斜配向させたＴＮモード用の光学補償フィルムは多く報告されているものの、例え
ば、液晶材料の選択（例えば、空気界面の表面エネルギーの違いを利用した傾斜配向しや
すい液晶材料の選択）や、液晶材料の傾斜角の制御（例えば、界面活性剤による傾斜角の
制御）が必要であり、また、配向基板が必須である等、製法が複雑であり、制御因子も多
岐に亘るため、傾斜角や位相差を変化させることも困難であるという問題点もある（例え
ば、特許文献３参照）。
【０００４】
　また、液晶材料を用いた場合、液晶分子一つ一つの精密な制御が困難であるため、フィ
ルムとしてみた場合に配向にゆらぎが生じ、このゆらぎが偏光解消を引き起こし、パネル
コントラストを低下させるという問題もある。
【０００５】
　さらに、ＶＡモードやＩＰＳモードの液晶表示装置と異なり、ＴＮモード液晶表示装置
は、その性質上、偏光板を、偏光子の吸収軸が液晶パネルの横手方向に対して４５°また
は１３５°の方位となるように設置する。高温または低温環境下、あるいは、高湿環境下
において、偏光板に寸法変化が生じると、光学補償フィルムに応力がかかり歪みが生じる
場合がある。この歪みが光抜けを生じさせ、液晶パネルの水平方向および垂直方向に、輝
度のムラが生じるという、外観均質性（ユニフォミティ）の問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特許第２５６５６４４号公報
【特許文献２】特許第２８０２７１９号公報
【特許文献３】特開２０００－１０５３１５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、従来の液晶材料を用いた傾斜配向型の光学補償フィルムではなく、非
液晶ポリマー材料を用いた新たな傾斜配向型の光学補償フィルムの製造方法を提供するこ
とにある。具体的には、例えば、ＴＮモードの液晶表示装置等の視野角特性の改善に有用
である、非液晶ポリマー材料を用いた傾斜配向型の光学補償フィルムの製造方法を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記目的を達成するために、本発明の光学フィルムの製造方法は、
非液晶ポリマーを含む光学補償フィルムの製造方法であって、
非液晶ポリマーを溶融して溶融樹脂を形成する溶融工程と、
溶融した非液晶ポリマーに、せん断力付与手段によりせん断力をかけることで、厚み方向
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に対して傾斜した光軸を有するフィルムを形成するフィルム形成工程と、
前記フィルムを延伸する延伸工程とを含み、
前記フィルム形成工程を、前記溶融した非液晶ポリマーの温度Ｔ３と前記非液晶ポリマー
のガラス転移点Ｔｇとの関係が、Ｔ３＞Ｔｇ＋２５℃であり、かつ、
前記Ｔ３と、前記せん断力付与手段の温度Ｔ２との関係が、Ｔ３＞Ｔ２である条件下で実
施することを特徴とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、従来の液晶材料を用いた傾斜配向型の光学補償フィルムではなく、非
液晶ポリマー材料を用いた新たな傾斜配向型の光学補償フィルムの製造方法を提供するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１（ａ）および（ｂ）は、平均傾斜角度を説明する概略図である。
【図２】図２（ａ）～（ｄ）は、本発明のフィルム形成工程を例示する図である。
【図３】図３は、本発明により提供される光学補償フィルム一体型偏光板の構成の一例を
示す概略断面図である。
【図４】図４は、本発明により提供される液晶パネルの構成の一例を示す概略断面図であ
る。
【図５】図５（ａ）は、実施例３の液晶表示装置の外観均質性（ユニフォミティ）を示す
写真であり、図５（ｂ）は、実施例４の液晶表示装置の外観均質性（ユニフォミティ）を
示す写真であり、図５（ｃ）は、比較例１の液晶表示装置の外観均質性（ユニフォミティ
）を示す写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の製造方法では、前記フィルム形成工程において、回転速度の異なる２つのロー
ル間を通過させることにより溶融した非液晶ポリマーにせん断力をかけ、前記Ｔ２が、前
記２つのロールの温度の高いほうのロールの温度であることが好ましい。
【００１２】
　本発明の製造方法において、前記２つのロールの一方のロールの回転速度に対する他方
のロールの回転速度の比が、０．１～５０％の範囲にあることが好ましい。
【００１３】
　本発明の製造方法において、前記Ｔ２が、Ｔｇ－７０℃＜Ｔ２＜Ｔｇ＋１５℃の関係で
あることが好ましい。前記Ｔ２が前記関係であることで、光学補償フィルムの光軸の傾き
が十分となり、面内位相差Ｒｅの増加、外観不良といった問題を生じることがない。
【００１４】
　本発明の製造方法において、前記延伸工程における延伸温度Ｔ４が、Ｔｇ≦Ｔ４＜Ｔ３
の関係であることが好ましい。前記Ｔ４が前記関係であることで、光学補償フィルムの光
軸の傾きが十分となる。
【００１５】
　本発明の製造方法において、前記延伸工程における延伸倍率が、１．０１～２．００倍
の範囲であることが好ましい。
【００１６】
　本発明の製造方法において、前記光学補償フィルムが、下記式（１）および（２）を満
たすことが好ましい。
　（１）３ｎｍ≦（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ≦２００ｎｍ
　（２）５°＜β
（式（１）および（２）において、Ｘ，Ｙ、Ｚ上の３つの屈折率ｎｘ、ｎｙ、ｎｚのうち
、ｎｘは、フィルム面内で屈折率が最大となる方向の屈折率、ｎｙは、前記フィルム面内
で前記ｎｘの方向と直交する方向の屈折率、ｎｚは、前記ｎｘおよび前記ｎｙの各方向に
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対し直交する前記フィルムの厚み方向の屈折率を表し、ｄは、フィルムの厚み（ｎｍ）を
表し、βは、前記ｎｘの方向と直交しているフィルムのＹＺ平面内の最大屈折率をｎｂと
したときの、前記ｎｂの方向と前記ｎｙの方向とがなす角度を表す。）
【００１７】
　本発明において、前記「β」は、平均傾斜角度を表し、統計的にみた分子（例えば、非
液晶ポリマー分子）全体の傾斜配向角度の平均を意味する。具体的には、平均傾斜角度「
β」は、厚み方向に存在する分子全体（バルク状態の分子）の平均傾斜配向角度を意味し
、図１（ａ）および（ｂ）を示すように、ｎｂの方向とｎｙの方向とがなす角度である。
【００１８】
　つぎに、前記平均傾斜角度「β」の求め方について説明する。図１（ｂ）に示すように
、フィルム厚み方向の分子の傾斜を平均して１つの屈折率楕円体と考えると、ある角度θ
で入射する光に対して、測定される位相差値δは、下記式（Ｉ）で表される。したがって
、例えば、遅相軸と垂直方向の極角－６０°～＋６０°（法線方向を０°）を５°きざみ
で測定した位相差値と下記式（Ｉ）および（ＩＩ）により、平均傾斜角度「β」を算出す
ることができる。ここで、式（Ｉ）および（ＩＩ）中のｎａ、ｎｂおよびｎｃは、フィル
ムを構成する部材自体の屈折率、すなわち、β＝０の時のフィルムの屈折率ｎｘ、ｎｙお
よびｎｚであり、ｄは、フィルムの厚み（ｎｍ）である。
【数１】

【００１９】
　つぎに、本発明の光学補償フィルムの製造方法について、例を挙げて、以下に説明する
。前述のように、本発明の製造方法は、前記溶融工程、前記フィルム形成工程および前記
延伸工程の一連の工程を有する。
【００２０】
（１）溶融工程
　まず、非液晶ポリマーを溶融して溶融樹脂を形成する。
【００２１】
　前記溶融樹脂は、非液晶ポリマーを含む熱可塑性樹脂から形成されればよく、非液晶ポ
リマーと他の熱可塑性樹脂との混合物であってもよい。非液晶ポリマーを含む熱可塑性樹
脂は、任意の適切なものを用いることができるが、光透過率が７０％以上の透明性フィル
ムを形成し得る溶融樹脂が好ましい。また、ガラス転移点（Ｔｇ）が８０～１７０℃であ
り、溶融温度が１８０～３００℃であり、せん断速度１００（１／ｓ）における溶融粘度
が、２５０℃で１００００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましい。このような溶融樹脂は、
フィルムへの成形が容易である。したがって、このような溶融樹脂を用いれば、例えば、
透明性に優れた光学補償フィルムを押出し成形等の一般的な成形方法によって得ることが
できる。また、前記非液晶ポリマーとして、１×１０－１２～９×１０－１１ｍ２／Ｎの
光弾性係数を有するものを選択することにより、好ましい光弾性係数（１×１０－１２～
９×１０－１１ｍ２／Ｎ）を有する光学補償フィルムを得ることができる。従来の液晶材
料を用いた傾斜配向型の光学補償フィルム（例えば、富士フイルム社製の製品名「ＷＶフ
ィルム」）では、支持基材が必須であり、支持基材と液晶材料の光弾性係数が大きいため
に外観均質性（ユニフォミティ）に問題があった。これに対し、本発明により得られる光
学補償フィルムは、偏光板の寸法変化等に起因して応力がかかった場合でも、光抜けや輝
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度ムラの発生を防止できる。その結果、本発明により得られる光学補償フィルムを用いる
ことで、例えば、外観均質性（ユニフォミティ）に優れたＴＮモードの液晶パネルや液晶
表示装置を得ることができる。また、本発明により得られる光学補償フィルムは、従来の
液晶材料を用いた傾斜配向型の光学補償フィルムと比べ、偏光子と一体化した際、偏光解
消性が小さく、より高い偏光状態を作ることができる。その結果、本発明により得られる
光学補償フィルムを用いることで、例えば、正面コントラストに優れたＴＮモードの液晶
パネルや液晶表示装置を得ることができる。また、本発明により得られる光学補償フィル
ムは、非液晶ポリマーを含むので、例えば、偏光子の保護フィルムとして好適に用い得る
。
【００２２】
　前記非液晶ポリマーとしては、例えば、アクリル系ポリマー、メタクリル系ポリマー、
スチレン系ポリマー、オレフィン系ポリマー、環状オレフィン系ポリマー、ポリアリレー
ト系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマー、ポリサルフォン系ポリマー、ポリウレタン
系ポリマー、ポリイミド系ポリマー、ポリエステル系ポリマー、ポリビニルアルコール系
ポリマー、およびこれらのコポリマー等が挙げられる。また、前記非液晶ポリマーとして
は、セルロース系ポリマー、ポリ塩化ビニリデン等のポリ塩化ビニル系ポリマーも好まし
く用いられる。前記非液晶ポリマーは、１種のみを用いてもよく、２種以上を併用しても
よい。これらの中でも、アクリル系ポリマー、メタクリル系ポリマー、オレフィン系ポリ
マー、環状オレフィン系ポリマー、ポリアリレート系ポリマー、ポリカーボネート系ポリ
マー、ポリウレタン系ポリマー、およびポリエステル系ポリマーが好ましい。これらの非
液晶ポリマーは、透明性および配向性に優れる。したがって、これらの非液晶ポリマーを
用いれば、好ましい複屈折率（面内配向性）Δｎを有する光学補償フィルムを得ることが
できる。前記複屈折率Δｎは、波長５９０ｎｍにおいて、好ましくは、０．０００１～０
．０２の範囲である。通常、液晶セルの複屈折率Δｎおよび光学補償フィルムの複屈折率
Δｎには波長依存性があるが、光学補償フィルムの複屈折率Δｎが前記範囲内であれば、
液晶セルの複屈折率Δｎの波長依存性と光学補償フィルムの複屈折率Δｎの波長依存性と
を同調させることができる。その結果、例えば、可視光の全波長域にわたり、ＴＮモード
の液晶パネルや液晶表示装置における視角による複屈折率Δｎの変化および位相のズレを
小さくし、着色現象の発生を防止することができる。前記光学補償フィルムの複屈折率Δ
ｎは、より好ましくは、０．０００１～０．０１８である。前記複屈折率Δｎは、式：Δ
ｎ＝ｎｘ－ｎｚにより算出できる。前記効果は、波長５５０ｎｍと４５０ｎｍにおける複
屈折率Δｎの比（Δｎ４５０／Δｎ５５０）が、好ましくは、０．８０～１．２、より好
ましくは、０．９０～１．１５である場合により好適に奏され得る。その結果、広視野角
において優れた補償が実現され、良好なコントラスト等の視野角補償効果が得られる。さ
らに、通常、面内配向性と傾斜配向性とはトレードオフの関係にあるが、前記のような性
質を有する非液晶ポリマーを選択することにより、面内配向性が高い状態で傾斜配向させ
て光学補償フィルムを成形することができる。
【００２３】
　前記アクリル系ポリマーとしては、例えば、メチルアクリレート、ブチルアクリレート
、シクロヘキシルアクリレート等のアクリレート系モノマーを重合させて得られるポリマ
ー等があげられる。前記メタクリル系ポリマーとしては、例えば、メチルメタクリレート
、ブチルメタクリレート、シクロヘキシルメタクリレート等のメタクリレート系モノマー
を重合させて得られるポリマー等があげられる。これらの中でも、ポリメチルメタクリレ
ートが好ましい。
【００２４】
　前記オレフィン系ポリマーとしては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン等が挙げ
られる。
【００２５】
　前記環状オレフィン系ポリマーは、環状オレフィンを重合単位として重合される樹脂の
総称であり、例えば、特開平１－２４０５１７号公報、特開平３－１４８８２号公報、特
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開平３－１２２１３７号公報等に記載されている樹脂が挙げられる。前記環状オレフィン
系ポリマーは、環状オレフィンと他のモノマーとの共重合体であってもよい。前記環状オ
レフィン系ポリマーの具体例としては、環状オレフィンの開環（共）重合体、環状オレフ
ィンの付加重合体、環状オレフィンとエチレン、プロピレン等のα－オレフィンとの共重
合体（代表的には、ランダム共重合体）、およびこれらを不飽和カルボン酸やその誘導体
で変性したグラフト変性体、ならびにそれらの水素化物が挙げられる。前記環状オレフィ
ンの具体例としては、ノルボルネン系モノマーが挙げられる。
【００２６】
　前記ノルボルネン系モノマーとしては、例えば、ノルボルネン、およびそのアルキルお
よび／またはアルキリデン置換体、例えば、５－メチル－２－ノルボルネン、５－ジメチ
ル－２－ノルボルネン、５－エチル－２－ノルボルネン、５－ブチル－２－ノルボルネン
、５－エチリデン－２－ノルボルネン等、これらのハロゲン等の極性基置換体；ジシクロ
ペンタジエン、２，３－ジヒドロジシクロペンタジエン等；ジメタノオクタヒドロナフタ
レン、そのアルキルおよび／またはアルキリデン置換体、およびハロゲン等の極性基置換
体、例えば、６－メチル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，
８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－エチル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ
，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－エチリデン－１，４：５，８－
ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－クロロ
－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフ
タレン、６－シアノ－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ
－オクタヒドロナフタレン、６－ピリジル－１，４：５，８－ジメタノ－１，４，４ａ，
５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン、６－メトキシカルボニル－１，４：５
，８－ジメタノ－１，４，４ａ，５，６，７，８，８ａ－オクタヒドロナフタレン等；シ
クロペンタジエンの３～４量体、例えば、４，９：５，８－ジメタノ－３ａ，４，４ａ，
５，８，８ａ，９，９ａ－オクタヒドロ－１Ｈ－ベンゾインデン、４，１１：５，１０：
６，９－トリメタノ－３ａ，４，４ａ，５，５ａ，６，９，９ａ，１０，１０ａ，１１，
１１ａ－ドデカヒドロ－１Ｈ－シクロペンタアントラセン等が挙げられる。前記環状オレ
フィン系ポリマーは、前記ノルボルネン系モノマーと他のモノマーとの共重合体であって
もよい。
【００２７】
　前記ポリカーボネート系ポリマーとしては、好ましくは、芳香族ポリカーボネートが用
いられる。前記芳香族ポリカーボネートは、代表的には、カーボネート前駆物質と芳香族
２価フェノール化合物との反応によって得ることができる。前記カーボネート前駆物質の
具体例としては、ホスゲン、２価フェノール類のビスクロロホーメート、ジフェニルカー
ボネート、ジ－ｐ－トリルカーボネート、フェニル－ｐ－トリルカーボネート、ジ－ｐ－
クロロフェニルカーボネート、ジナフチルカーボネート等が挙げられる。これらの中でも
、ホスゲン、ジフェニルカーボネートが好ましい。前記芳香族２価フェノール化合物の具
体例としては、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－
ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）メ
タン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジメチルフェニル）ブタン
、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３，５－ジプロピルフェニル）プロパン、１，１－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン等が挙げられる。これらは単独で用いてもよ
く、２種以上を併用してもよい。好ましくは、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキサン、１，１－ビス（４
－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサンが用いられる。特に、
２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパンと、１，１－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサンとを併用することが好ましい。
【００２８】
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　前記ポリウレタン系ポリマーとしては、例えば、ポリエステル系ポリウレタン（変性ポ
リエステルウレタン、水分散系ポリエステルウレタン、溶剤系ポリエステルウレタン）、
ポリエーテル系ポリウレタン、ポリカーボネート系ポリウレタン等が挙げられる。
【００２９】
　前記ポリエステル系ポリマーとしては、好ましくはポリエチレンテレフタレート、ポリ
ブチレンテレフタレート等が挙げられる。
【００３０】
　本工程において、前記非液晶ポリマーが非晶性樹脂の場合は、そのガラス転移点Ｔｇ＋
８０℃以上、結晶性樹脂の場合は、その融点以上の温度で、前記非液晶ポリマーを溶融押
出することで溶融樹脂を形成することが好ましい。前記溶融押出は、例えば、Ｔダイ等、
従来公知の溶融押出手段を用いて実施できる。
【００３１】
（２）フィルム形成工程
　つぎに、溶融した非液晶ポリマーに、せん断力付与手段によりせん断力をかけることで
、厚み方向に対して傾斜している光軸を有するフィルムを形成する。図２に、本工程を例
示する。本工程では、例えば、図２（ａ）に示すように、前記溶融樹脂を、回転速度およ
び回転方向の異なる２つのロールＲ１、Ｒ２間を通過させることにより、せん断力をかけ
てフィルム成形する。前記２つのロールの一方のロールの回転速度に対する他方のロール
の回転速度の比は、前述のとおりである。本工程では、図２（ｂ）に示すように、前記溶
融樹脂を、回転速度が同じで、回転方向も同じ（本例では、共に右回転）の２つのロール
Ｒ１、Ｒ２間を通過させることにより、せん断力をかけてフィルム成形してもよい。また
、前記２つのロールＲ１、Ｒ２の径は、図２（ｃ）および（ｄ）に示すように、異なって
いてもよい。
【００３２】
　前述のとおり、本工程における前記溶融樹脂の温度Ｔ３と前記熱可塑性樹脂のガラス転
移点Ｔｇとは、Ｔ３＞Ｔｇ＋２５℃の関係を満たす。また、本工程におけるせん断力付与
手段の温度（例えば、前記２つのロールのうち、温度の高いロールのロール温度）Ｔ２と
前記Ｔ３とは、Ｔ３＞Ｔ２の関係を満たす。Ｔ３＞Ｔｇ＋２５℃の関係を満たし、かつ、
Ｔ３＞Ｔ２の関係を満たすことで、液晶表示装置等に光学補償フィルムに起因したスジ等
の外観不良の発生を防止することができる。
【００３３】
　前述のとおり、前記Ｔ２は、Ｔｇ－７０℃＜Ｔ２＜Ｔｇ＋１５℃の関係を満たすことが
好ましく、その理由も、前述のとおりである。
【００３４】
　前記溶融工程の溶融押出時における溶融樹脂温度をＴ１とすると、前記Ｔ２は、Ｔ１＞
Ｔ２の関係を満たす。また、前記Ｔ３は、Ｔ１＞Ｔ３の関係を満たすことが好ましい。こ
の関係を満たすことで、光学補償フィルムの光軸の傾きが十分となり、面内位相差Ｒｅが
大きくなることがない。前記Ｔ３は、Ｔ１＞Ｔ３×１．１の関係を満たすことがより好ま
しい。
【００３５】
（３）延伸工程
　つぎに、前記フィルムを延伸する。延伸方向は、前記フィルムの幅方向であってもよい
し、長手方向であってもよい。延伸方法および延伸条件（温度および倍率）は、非液晶ポ
リマーの種類、所望の光学特性等に応じて適宜選択され得るが、前述のとおり、本工程に
おける延伸温度Ｔ４が、Ｔｇ≦Ｔ４＜Ｔ３の関係を満たすことが好ましく、その理由も前
述のとおりである。また、前述のとおり、本工程における延伸倍率は、１．０１～２．０
０倍の範囲であることが好ましい。
【００３６】
　前述のとおり、本発明の製造方法においては、煩雑な傾斜配向処理が要求されない。ま
た、傾斜配向させた後に延伸や収縮等の処理を行って、所望の位相差となるように光学特
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性を容易に制御することができる。このような傾斜配向後の位相差制御は、従来の液晶材
料を用いた傾斜配向型の光学補償フィルムでは行うことができないものであり、本発明の
光学補償フィルムの優位な点の１つである。また、一般的な延伸処理によって配向処理で
きるので、フィルム厚みやフィルム幅の設定の自由度が高く、その結果、所望の光学特性
を有する光学補償フィルムを安価に設計することができる。
【００３７】
　本発明により得られる光学補償フィルムの厚みは、任意の適切な厚みに設定され得る。
前記厚みは、好ましくは、１０～３００μｍであり、より好ましくは、２０～２００μｍ
である。
【００３８】
　本発明により得られる光学補償フィルムは、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚまたはｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚ
の屈折率の関係を満たすことが好ましい。ここで、「ｎｙ＝ｎｚ」は、ｎｙとｎｚが厳密
に等しい場合のみならず、ｎｙとｎｚが実質的に等しく、Ｎｚ係数が、０．９を超え１．
１未満である場合を含む。本発明により得られる光学補償フィルムがｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの
屈折率の関係を満たす場合、そのＮｚ係数は、好ましくは、１．１～１０の範囲であり、
より好ましくは、１．１～８の範囲である。このような屈折率の関係を満たすことにより
、本発明により得られる光学補償フィルムは、例えば、各液晶分子の配向を一体位相差と
して見た場合に正の二軸性の異方性を有する傾斜型位相差板となる液晶セルを全方位で好
適に視野角補償することができる。このような液晶セルとしては、特に、ＴＮモードの液
晶セルが好ましく挙げられる。前記Ｎｚ係数は、式：Ｎｚ係数＝Ｒｔｈ／Ｒｅによって算
出できる。前記Ｒｅは、例えば、２３℃、波長５９０ｎｍにおける光学補償フィルムの面
内位相差であり、光学補償フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）としたとき、式：Ｒｅ＝（ｎｘ－
ｎｙ）×ｄによって求められる。前記Ｒｔｈは、例えば、２３℃、波長５９０ｎｍにおけ
る光学補償フィルムの厚み方向の位相差であり、光学補償フィルムの厚みをｄ（ｎｍ）と
したとき、式：Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）×ｄによって求められる。
【００３９】
　本発明により得られる光学補償フィルムは、フィルムのＸＹ平面、ＹＺ平面、およびＺ
Ｘ平面のいずれにも平行でない面（すなわち、ｎｂ方向とｎｘ方向とを含む面）において
、２つの光軸を有してもよい。このような光学補償フィルムは、非液晶ポリマーの傾斜方
向（ｎｂ方向）に対して垂直に、最大屈折率ｎｘ（ｎａ）を配向軸として有し得る。前記
光学補償フィルムの配向軸方向は、例えば、負の二軸性の屈折率異方性を示す非液晶ポリ
マーを一定の角度で傾斜配向させることにより、傾斜方向に対して垂直方向にすることが
できる。また、このような光学補償フィルムは、ＴＮモード等の液晶パネルや液晶表示装
置の視野角補償をより好適に行い得る。
【００４０】
（４）用途
　つぎに、本発明により得られる光学補償フィルムの用途について、例を挙げて説明する
。ただし、以下の用途は例示に過ぎず、本発明を限定するものではない。
【００４１】
（４－１）光学補償フィルム一体型偏光板
　本発明の光学補償フィルムは、例えば、光学補償フィルム一体型偏光板に用いることが
できる。前記光学補償フィルム一体型偏光板は、本発明の光学補償フィルムと偏光子とを
含む。本発明により得られる光学補償フィルムは、従来の液晶材料を用いた傾斜配向型の
光学補償フィルムよりも偏光解消性が小さいので、偏光子に積層した場合により高い偏光
状態を得ることができる。
【００４２】
　図３は、前記光学補償フィルム一体型偏光板の構成の一例を示す。図示のとおり、この
光学補償フィルム一体型偏光板１００は、偏光子１０と本発明により得られる光学補償フ
ィルム２０とを含む。前記光学補償フィルム一体型偏光板１００においては、必要に応じ
て、前記偏光子１０と前記光学補償フィルム２０との間および前記偏光子１０の前記光学
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補償フィルム２０が配置されない側の少なくとも一方に任意の適切な保護フィルム（図示
せず）が設けられてもよい。前記光学補償フィルム一体型偏光板１００を構成する各層は
、それぞれ任意の適切な粘着剤層または接着剤層（図示せず）を介して配置されている。
なお、前記偏光子１０と前記光学補償フィルム２０との間に保護フィルムが設けられない
場合、前記光学補償フィルム２０が前記偏光子１０の保護フィルムとして機能し得る。
【００４３】
　前記偏光子１０と前記光学補償フィルム２０とは、その吸収軸と遅相軸とが任意の適切
な角度を規定するように積層される。前記光学補償フィルム一体型偏光板１００がＴＮモ
ードの液晶パネルや液晶表示装置に用いられる場合、好ましくは、前記偏光子１０と前記
光学補償フィルム２０とは、その吸収軸と遅相軸が実質的に直交となるように積層される
。ここで、「実質的に直交」とは、９０°±３°の範囲を含み、好ましくは９０°±１°
である。
【００４４】
　前記偏光子としては、目的に応じて任意の適切な偏光子が採用され得る。例えば、ポリ
ビニルアルコール系フィルム、部分ホルマール化ポリビニルアルコール系フィルム、エチ
レン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フィルム等の親水性ポリマーフィルムに、ヨウ素
や二色性染料等の二色性物質を吸着させて一軸延伸したもの、ポリビニルアルコールの脱
水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等のポリエン系配向フィルム等が挙げられる。
これらの中でも、ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素等の二色性物質を吸着させて
一軸延伸した偏光子が、偏光二色比が高く特に好ましい。前記偏光子の厚みは、特に制限
されないが、例えば、１～８０μｍの範囲である。
【００４５】
　ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させて一軸延伸した偏光子は、例えば
、ポリビニルアルコールをヨウ素の水溶液に浸漬することによって染色し、元長の３～７
倍に延伸することで作製することができる。必要に応じてホウ酸や硫酸亜鉛、塩化亜鉛等
を含んでいても良いし、ヨウ化カリウム等の水溶液に浸漬することもできる。さらに、必
要に応じて、染色の前にポリビニルアルコール系フィルムを水に浸漬して水洗しても良い
。
【００４６】
　ポリビニルアルコール系フィルムを水洗することでポリビニルアルコール系フィルム表
面の汚れやブロッキング防止剤を洗浄することができるだけでなく、ポリビニルアルコー
ル系フィルムを膨潤させることで染色のムラなどの不均一を防止する効果もある。延伸は
、ヨウ素で染色した後に行っても良いし、染色しながら延伸しても良いし、また延伸して
からヨウ素で染色しても良い。ホウ酸やヨウ化カリウム等の水溶液中や水浴中でも延伸す
ることができる。
【００４７】
（４－２）液晶表示装置
　本発明の光学補償フィルムは、例えば、液晶表示装置に用いることができる。前記液晶
表示装置は、液晶セルと、前記液晶セルの少なくとも一方の側に配置された本発明により
得られる光学補償フィルムまたは本発明により提供される光学補償フィルム一体型偏光板
とを含む。図４に、本発明により提供される液晶表示装置における液晶パネルの構成の一
例を示す。図示のとおり、この液晶パネル２００は、液晶セル３０と、前記液晶セル３０
の両側に配置された光学補償フィルム２０、２０’と、各光学補償フィルム２０、２０’
の前記液晶セル３０と反対側にそれぞれ配置された偏光子１０、１０’とを備える。前記
光学補償フィルム２０、２０’の少なくとも一方は、本発明により得られる光学補償フィ
ルムである。前記偏光子１０、１０’は、代表的には、その吸収軸が直交するようにして
配置されている。前記液晶表示装置の使用目的および前記液晶セルの配向モードによって
は、前記光学補償フィルム２０、２０’の一方が省略され得る。また、前記光学補償フィ
ルム２０（２０’）および前記偏光子１０（１０’）としては、本発明により提供される
光学補償フィルム一体型偏光板が好ましく用いられる。
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【００４８】
　前記液晶セル３０は、一対のガラス基板３１、３１’と、前記基板３１、３１’間に配
された表示媒体としての液晶層３２とを有する。一方の基板（アクティブマトリクス基板
）３１’には、液晶の電気光学特性を制御するスイッチング素子（代表的にはＴＦＴ）と
、このスイッチング素子にゲート信号を与える走査線およびソース信号を与える信号線と
が設けられている（いずれも図示せず）。他方の基板（カラーフィルター基板）３１には
、カラーフィルター（図示せず）が設けられる。なお、カラーフィルターは、アクティブ
マトリクス基板３１’に設けてもよい。基板３１、３１’の間隔（セルギャップ）は、ス
ペーサー（図示せず）によって制御されている。前記基板３１、３１’の前記液晶層３２
と接する側には、例えばポリイミドからなる配向膜（図示せず）が設けられている。
【００４９】
　液晶セルの駆動モードとしては、任意の適切な駆動モードが採用され得る。好ましくは
、駆動モードは、ＴＮモード、ベンドネマチック（ＯＣＢ）モード、または、電界制御複
屈折（ＥＣＢ）モードであり、これらの中でも、ＴＮモードが特に好ましい。前述のよう
な光学補償フィルムまたは光学補償フィルム一体型偏光板と組み合わせることにより、優
れた視野角改善効果が得られるからである。
【００５０】
　前記ＴＮモードの液晶セルとは、２枚の基材の間に正の誘電異方性のネマチック液晶を
はさんだものであり、ガラス基材の表面配向処理によって液晶分子配向を９０度ねじらせ
てあるものをいう。具体的には、培風館株式会社「液晶辞典」１５８ページ（１９８９年
）に記載の液晶セルや、特開昭６３－２７９２２９号公報に記載の液晶セルが挙げられる
。
【００５１】
　前記ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｅｎｄ　ｏｒ　Ｏｐｔ
ｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モードの液晶セ
ルとは、電圧制御複屈折（ＥＣＢ：Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　
Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）効果を利用し、透明電極間に正の誘電異方性のネマチック
液晶が、電圧無印加時において、中央部にねじれ配向が存在するベンド配向した液晶セル
のことをいう。前記ＯＣＢモードの液晶セルは、「πセル」とも言われる。具体的には、
共立出版株式会社「次世代液晶ディスプレイ」（２０００年）１１ページ～２７ページに
記載のものや、特開平７－０８４２５４号公報に記載のものが挙げられる。
【００５２】
　前記ＥＣＢモードは、電圧無印加時には液晶セル内の液晶分子が所定の方向に並び、電
圧印加時には液晶分子が所定の方向から一定の角度に傾くことにより、複屈折効果により
偏光状態を変化させて表示を行う。さらに、ＥＣＢモードは、印加電圧の大きさに応じて
液晶分子の傾きが変化し、その傾きに応じて透過光強度が変化する。したがって、白色光
を入射させた場合、検光子（視認側の偏光子）を通過した光は干渉現象によって着色し、
その色相は液晶分子の傾き（印加電圧の強さ）に応じて変化する。その結果、ＥＣＢモー
ドは、単純な構成で（例えば、カラーフィルターを設けることなく）カラー表示が可能と
なるという利点を有する。本発明においては、上記のような駆動メカニズム（表示メカニ
ズム）を有する限り、任意の適切なＥＣＢモードが採用され得る。具体例としては、ホメ
オトロピック（ＤＡＰ：Ｄｅｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉ
ｇｎｅｄ　Ｐｈａｓｅｓ）方式、ホモジニアス方式、ハイブリッド（ＨＡＮ：Ｈｙｂｒｉ
ｄ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）方式が挙げられる。
【００５３】
　前記液晶表示装置の用途としては、特に制限はなく、パソコンモニター、ノートパソコ
ン、コピー機等のＯＡ機器、携帯電話、時計、デジタルカメラ、携帯情報端末（ＰＤＡ）
、携帯ゲーム機等の携帯機器、ビデオカメラ、液晶テレビ、電子レンジ等の家庭用電気機
器、バックモニター、カーナビゲーションシステム用モニター、カーオーディオ等の車載
用機器、商業店舗用インフォメーション用モニター等の展示機器、監視用モニター等の警
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備機器、介護用モニター、医療用モニター等の介護・医療機器等の各種用途に用いること
ができる。
【実施例】
【００５４】
　つぎに、本発明の実施例について比較例と併せて説明する。ただし、本発明は、下記の
実施例および比較例により制限されない。なお、下記実施例および比較例における各種特
性は、下記の方法により評価または測定を行った。
【００５５】
（１）複屈折率Δｎ
　複屈折率Δｎは、アッベ屈折率計［アタゴ（株）製　製品名「ＤＲ－Ｍ４」］を用いて
測定した。
【００５６】
（２）位相差値（Ｒｅ、Ｒｔｈ）
　位相差値（Ｒｅ、Ｒｔｈ）は、Ａｘｉｏｍｅｔｒｉｃ社製の製品名「Ａｘｏｓｃａｎ」
を用いて、波長５９０ｎｍ、２３℃で測定した。
【００５７】
（３）平均傾斜角度（β）
　ｎａ、ｎｂ、ｎｃ、および、位相差値δ（遅相軸と垂直方向に極角－５０°～＋５０°
（法線方向を０°）を５°きざみで測定した位相差値）を前記式（Ｉ）および（ＩＩ）に
代入して、平均傾斜角度（β）を求めた。なお、位相差値は、Ａｘｉｏｍｅｔｒｉｃ社製
の製品名「Ａｘｏｓｃａｎ」を用いて、波長５９０ｎｍ、２３℃で測定した値を用いた。
また、各屈折率は、アッベ屈折率計［アタゴ（株）製　製品名「ＤＲ－Ｍ４」］を用いて
測定した値を用いた。
【００５８】
（４）正面コントラスト
　液晶表示装置に白画像および黒画像を表示させた場合のＸＹＺ表示系のＹ値を、トプコ
ン社製の輝度計(ＢＭ－５)を用いて測定した。白画像におけるＹ値（ＹＷ：白輝度）と、
黒画像におけるＹ値（ＹＢ：黒輝度）とから、正面方向のコントラスト比「ＹＷ／ＹＢ」
を算出した。
【００５９】
（５）厚み
　厚みは、大塚電子社製の製品名「ＭＣＰＤ－３０００」を用いて測定した。
【００６０】
［実施例１］
　ポリカーボネート系ポリマー（Ｔｇ＝１４８℃）を２８０℃（Ｔ１）のＴダイより溶融
押出し、１６０℃（Ｔ２）に加熱された回転速度の差が５０％である２つのロールＲ１、
Ｒ２間を通過させることで、光軸を厚み方向に傾斜させ、厚み１５０μｍのフィルムを得
た。光軸を厚み方向に傾斜させる直前の溶融樹脂温度（Ｔ３）は、２４５℃であった。そ
の後、１５５℃（Ｔ４）で１．５倍に横一軸延伸を行い、厚み１００μｍの光学補償フィ
ルムを得た。この光学補償フィルムの各種特性を測定したところ、Δｎ＝０．００１、Ｒ
ｅ＝１００ｎｍ、Ｒｔｈ＝１３０ｎｍ、β＝４４°であった。この光学補償フィルムを、
偏光子と積層し、ＳＡＭＳＵＮＧ社製の２０インチ－ＴＮモード液晶表示装置に実装した
結果、正面コントラスト（１４００）、視野角特性に優れ、外観均質性（ユニフォミティ
）も後述する実施例３と同程度に優れていた。
【００６１】
［実施例２］
　ポリカーボネート（Ｔｇ＝１３４℃）のペレットを２８０℃（Ｔ１）で溶融押出し、１
３０℃（Ｔ２）に加熱された回転速度の差が１０％である２つのロールＲ１、Ｒ２間を通
過させることで、光軸を厚み方向に傾斜させ、厚み１００μｍのフィルムを得た。光軸を
厚み方向に傾斜させる直前の溶融樹脂温度（Ｔ３）は、２３０℃であった。その後、１５
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５℃（Ｔ４）で１．２倍に横一軸延伸を行い、厚み９５μｍの光学補償フィルムを得た。
この光学補償フィルムの各種特性を測定したところ、Δｎ＝０．００１４、Ｒｅ＝７６ｎ
ｍ、Ｒｔｈ＝１３４ｎｍ、β＝３３°であった。この光学補償フィルムを、偏光子と積層
し、実施例１で用いたのと同じ液晶表示装置に実装した結果、正面コントラスト（１５５
５）、視野角特性に優れ、外観均質性（ユニフォミティ）も後述する実施例３と同程度に
優れていた。
【００６２】
［実施例３］
　環状オレフィン系ポリマー（Ｔｇ＝１３３℃）のペレットを２６５℃（Ｔ１）で溶融押
出し、１０５℃（Ｔ２）に加熱された回転速度の差が３％である２つのロールＲ１、Ｒ２
間を通過させることで、光軸を厚み方向に傾斜させ、厚み１１０μｍのフィルムを得た。
光軸を厚み方向に傾斜させる直前の溶融樹脂温度（Ｔ３）は、２２０℃であった。その後
、１４０℃（Ｔ４）で１．２倍に横一軸延伸を行い、厚み１００μｍの光学補償フィルム
を得た。この光学補償フィルムの各種特性を測定したところ、Δｎ＝０．００１２、Ｒｅ
＝８３ｎｍ、Ｒｔｈ＝１１２ｎｍ、β＝４０°であった。この光学補償フィルムを、偏光
子と積層し、実施例１で用いたのと同じ液晶表示装置に実装した結果、正面コントラスト
（１４００）、視野角特性に優れ、図５（ａ）に示すように外観均質性（ユニフォミティ
）にも優れていた。
【００６３】
［実施例４］
　４０℃（Ｔ２）に加熱された２つのロールＲ１、Ｒ２を用いたこと以外は、実施例１と
同様の条件で光学補償フィルムを作成し、厚み１００μｍの光学補償フィルムを得た。こ
の光学補償フィルムの各種特性を測定したところ、Δｎ＝０．００１４、Ｒｅ＝８０ｎｍ
、Ｒｔｈ＝１３１ｎｍ、β＝３０°であった。この光学補償フィルムを実施例１で用いた
のと同じ液晶表示装置に実装したところ、図５（ｂ）に示すように外観として細かいスジ
は見られたが、正面コントラスト（１３８６）および視野角特性には優れ、使用上問題は
なかった。
【００６４】
［比較例１］
　光軸を厚み方向に傾斜させる直前の溶融樹脂温度（Ｔ３）を１５０℃としたこと以外は
、実施例１と同様の条件で光学補償フィルムを作成し、実施例１で用いたのと同じ液晶表
示装置に実装したところ、図５（ｃ）に示すように外観不良（スジ）が発生した。
【００６５】
　実施例および比較例で作製した各光学補償フィルムについて、各種特性を測定若しくは
評価した。その結果を、下記表１に示す。なお、表１において、「Ａ」は、厚み方向に対
する傾斜が良好（３０％以上）であり、延伸後の外観が良好な（スジが確認されない）光
学補償フィルムが得られたことを示す。「Ｂ」は、延伸後に細かいスジが確認できたが、
使用上の問題はない光学補償フィルムが得られたことを示す。「Ｃ」は、延伸後にはっき
りしたスジが確認でき、外観不良が生じたことを示す。
【００６６】
（表１）
　　　　　　Ｔｇ　　　Ｔ３　　　Ｔ２　　Ｔ３＞Ｔ２　　ＴｇとＴ２の関係式※　効果
実施例１　１４８℃　２４５℃　１６０℃　関係満たす　　　関係満たす　　　　　Ａ
実施例２　１３４℃　２３０℃　１３０℃　関係満たす　　　関係満たす　　　　　Ａ
実施例３　１３３℃　２２０℃　１０５℃　関係満たす　　　関係満たす　　　　　Ａ
実施例４　１４８℃　２４５℃　　４０℃　関係満たす　　　関係満たさず　　　　Ｂ
比較例１　１４８℃　１５０℃　１６０℃　関係満たさず　　関係満たす　　　　　Ｃ
　　　※ＴｇとＴ２の関係式：Ｔｇ－７０℃＜Ｔ２＜Ｔｇ＋１５℃
 
【００６７】
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　前記表１に示すように、実施例１～３においては、実装時に、正面コントラスト、視野
角特性、外観均質性（ユニフォミティ）に優れる光学補償フィルムが得られた。また、実
施例４においては、実施例１～３には外観の点で若干劣るものの、使用上問題のない光学
補償フィルムが得られた。一方、比較例１においては、外観不良（スジ）が発生した光学
補償フィルムしか得られなかった。
【産業上の利用可能性】
【００６８】
　本発明の光学補償フィルムの製造方法によれば、非液晶ポリマー材料を用いた新たな傾
斜配向型の光学補償フィルムを製造することが可能である。本発明により得られる光学補
償フィルムは、例えば、ＬＣＤ等の画像表示装置等に好適に使用でき、その用途は制限さ
れず、広い分野に適用可能である。
【符号の説明】
【００６９】
１０、１０’　偏光子
２０、２０’　光学補償フィルム
３０　液晶セル
１００　光学補償フィルム一体型偏光板
２００　液晶パネル
Ｒ１、Ｒ２　ロール

【図１】 【図２】

【図３】
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